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はじめに

わが国の広告費の調査は主に電通の ｢日本の広告費｣�) (以下 ｢電通調査｣

という), 日経広告研究所の 『有力企業の広告宣伝費』, そして経済産業省 ｢特

定サービス産業実態統計調査｣�) の三つがあり, 当該分野では毎年報告されて

いる重要な情報源である｡ その調査報告書の出所を見ると, 電通調査は日本国

内で１年間 (１～��月) に使われた広告費 (媒体料と制作費) の統計であり,

日経広告研究所調査は ｢�����日経財務データ｣ から算定された優良企業の

販売費及び一般管理費の広告・宣伝費の金額を集計したデータであり, そして

経済産業省調査は広告業の業務種類別年間売上高の統計となっている｡ そのた

め統計数値は一致していない｡

これらの調査内容の電通調査 (図表１参照)�) からわが国の広告費総額を広

告流通市場規模, つまり広告に携わる企業が 	広告を提供する場
の市場規模

を表すとすると, この広告流通市場規模は����年度の７兆円をピークと考える

と減少傾向が続いている
) ことになる｡ その原因には ｢景気変動｣ ｢景気低迷｣

｢企業業績の悪化｣ による規模の縮小として語られているが, 企業の交際費と

���

(�)

�) 電通�� (������������������������� !"��#�$�) 参照｡
�) 経済産業省�� (��������������#�$������� �#��#���) 参照｡
�) 前掲 (注１), 電通��の媒体別広告費データ (電通調査) から作成｡

) ���%年度は電通調査では５兆%&���億円 (対前年比���'％減), 経済産業省では４
兆�&�(�億円 (対前年比�'％減) となっている｡



同様景気に敏感な広告費が削減され, 減少していると読むこともできる｡ しか

し原因がいつも指摘されている当該文言のみなら, その要因が改善すれば広告

費の需要もその規模も回復することになるのであるが, 果たしてそうなるのだ

ろうか｡

もう一つの媒体別の角度から見ると, 従来の新聞, 雑誌, ラジオ, テレビの

マス四媒体の広告流通市場でのシェアも����年度を境に年々減少し続けている｡

他方����年に登場したインターネット広告媒体のシェアは継続的に拡大し,

����年度のインターネット広告費 (媒体費＋広告制作費)�) が新聞を抜き�) 今

やテレビに次ぐ第２のメディアとして認知されつつある｡ 更に注目すべきこと

はプロモーションメディア広告媒体�), 衛星メディア媒体などが堅調に, また

ソーシャルネットワーキングサービスなどがシェアを確保しつつあることであ

る｡ このように広告流通市場, つまり広告を提供する場に新たな媒体として企

業や情報を発信する個人等も参入し, 従来のマス四媒体のシェアの奪取の要因

となっていると言えなくもない｡

わが国の広告流通市場とマス四媒体及びインターネット広告媒体の ｢質｣ の検証

���

(�)

�) 現状ウェブ広告 (	
インターネット) とモバイル広告が主流でそれらに関連す
る制作費も含まれる｡
�) 新聞�����億円, インターネット広告費�����億円となっている (電通調査)｡
�) ����年に日本の広告費の推定範囲を����年に遡って見直され, また
	広告費か
ら呼称変更と内訳も見直され, 屋外広告・交通広告・デジタルサイネージなどの
���広告 (����������), 	�	広告, 折込・チラシ, ��, フリーペーパーマ
ガジン, 電話帳, 展示, 映像などを含む｡

図表１ 日本の広告流通市場規模・マス四媒体・インターネット広告費の比較

(各 『広告白書』 データより作成)



本稿では主に電通調査を参考に����年～����年と����年～����年までの２期

間に区分して広告流通市場の, 主にマス四媒体とインターネット広告媒体の現

況と課題について考察する｡

� 広告の定義

広告の定義について先行研究によるといろいろな定義が検討され, 米国マー

ケティング協会 (��	
��
��

�	����������
����) (以下 ｢���｣ とい

う) の定義が広告の分野で広く支持されている�)｡ ���によると広告とは

｢明示された広告主によるアイデア, 商品, もしくはサービスについての有料

形態の非人的提示および促進活動である｣ とし, それには雑誌・新聞スペース,

映画, 屋外 (ポスター, サイン, スカイライティングなど), ��, ノベルティ

(カレンダー, 吸取り紙など), ラジオ, カード (車, バスなど), カタログ, 名

簿及びリファレンス, プログラム及びメニュー, サーキュレーターなどのメディ

アが含まれている�)｡ しかしこの定義には広告の受け手の情報がなく, またこ

の時代にはまだメディアとして白黒テレビもカラーテレビも存在していない｡

それから��年後���は, 広告とは ｢広告メッセージのなかで識別可能な

営利企業や非営利組織または個人が, 特定のオーディエンスに対して, 製品,

サービス, 団体またはアイデアについて, 伝達または説得をするためにさまざ

まな媒体を通して行う有料の非人的コミュニケーションである｣��) と定義し直

���

(�)

�) 例えば小林太三郎 『現代広告入門』 ダイヤモンド社, 昭和��年, ３－��頁, 本間
弘光 『広告の知識』 日本経済新聞社, 昭和��年, ９－��頁, 清水光一 『広告の理論
と戦略 (第��版) 創成社, ����年, ４－６頁を参照｡
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している｡

この���の定義によると, ① ｢明示された広告主｣ とは具体的に識別可

能な営利企業や非営利組織, あるいは個人をいい, ｢明示｣ や ｢識別可能｣ の

表現で広告の送り手の責任の所在を明らかにしている｡ そして②広告の受け手

として ｢特定のオーディエンス｣ が選択され, ③広告メッセージの対象を製品・

サービス・アイデア以外に団体まで拡大し, また④有料形態や非人的提示につ

いて, 広告をパブリシティと区別し, 広告をする媒体に広告料金を支払い, 人

間以外の広告媒体を介して実施されるコミュニケーション活動であると説明し

ている｡ つまり広告とは広告の送り手である広告主が広告メッセージを広告の

受け手を特定のオーディエンスという集合でとらえ, 例えば生活者, 利用者,

あるいは買い手��) に伝達や説得するためにコミュニケーション活動をする,

その媒介として人間以外の広告媒体を活用するものと解釈されている｡ しかし

この定義の広告メッセージはテレビ, ラジオ, 新聞, 雑誌, フィルム, ��,

ポスターなどのマス媒体を通しオーディエンスに伝達や説得することとされ��),

その考えは����年の���の定義にも表れている�	)｡

インターネット広告の登場後の広告の定義をみると, 
��
�� �����
���) は

わが国の広告流通市場とマス四媒体及びインターネット広告媒体の ｢質｣ の検証

���

(�)

��) 小林, 前掲 (注８), ��頁, 清水, 前掲 (注８), ４－９頁｡
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｢産業や営利企業や非営利組織, または個人がさまざまな媒体を通しておこな

う有料の非人的メッセージである｡ 広告は伝達や説得され, オーディエンスの

購買行動や思考パターンに影響を与えるよう工夫され, マーケティング・ツー

ルであり, セールス・プロモーション, 個人的販売戦略 (�������	��		
��

��
�

�), あるいはパブリシティのような他のマーケティング・ツールと組み

合わせて用いられる｣ としている｡

���と������ ����	��の広告の定義から広告媒体が �さまざまな媒体

(���
������
�)�, �マス媒体 (�������
�)�そして �さまざまな媒体�へ

と変遷しているが, 広告媒体は有料形態で非人的提示のマス媒体で, 広告メッ

セージが生活者, 利用者, 買い手などの特定のオーディエンスという ｢集合｣

に伝達や説得されるものであった｡ しかしインターネットや双方向, また無料

形態の媒体などの登場でその特徴が変化し, 広告メッセージが特定のオーディ

エンスという集合から特定の人間に向けられるようになった��) のである｡

� 広告のコミュニケーション活動

広告のコミュニケーション活動は企業のマーケティングの諸要因である製品

(�����
�), 価格 (��

�), 流通 (�	�
�), プロモーション (������
��) の

｢四つのＰ｣��) のプロモーションに属し, 企業が標的市場で目的を達成するた

めに利用されている｡ その広告のコミュニケーション活動をプロセスでみると,
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��) フィリップ・コトラー, 村田昭治監修, 和田充夫・上原征彦訳 『マーケティング
原理』 ダイヤモンド社, �.*.年, �-*－�-.頁 (��
	
�/��	��&�	�
����������	�
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�
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�$0�		&�.*1&��!22－2�), わが国ではマッカーシー
の４Ｐ理論 (+!3������
4����#&�������	��
�
�5��+�
�
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����7!

��%
�&�.*�&�!2,) として紹介されている (清水, 前掲 (注８), �.－5-頁参照)｡



主に図表２のウエブスター��・モデル��) によるソース (送り手), エンコーディ

ング (記号化), メッセージ, デコーディング (解読), レシーバー (受け手),

反応, ノイズ, フィードバックの八つの要素が紹介されている��)｡ このモデル

は送り手がメッセージを効果的な媒体を利用してどのような受け手に伝達する

のかを把握するための仕組みである｡

当モデルを活用し, 次章でわが国のインターネット広告の登場前と登場後と

二つに区分して当該広告流通市場の内容の変化について, 主にチャネル (媒体)

としてのマス四媒体とインターネット広告媒体, そしてレシーバー (受け手)

の二つについて検証することにしたい｡

わが国の広告流通市場とマス四媒体及びインターネット広告媒体の ｢質｣ の検証

���

(�)

��) ��	
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���������
��	������

������ ������! －"��
��) #�������$%���&����
'�(������$	��'�)�%*���+ ,	����
-�
�	�
�������
����..－.��ダン, バーバン, クルーグマン＆リードは本著でドミニッ
ク・モデル (���	�/��$������
���	�����������������������
����

���
�� 0�%�	�� ����� �) を引用し, ウェブスター��・モデルと同様な説明を
している｡

図表２ ウエブスター��・モデル



� インターネット広告媒体登場前

１ チャネル (媒体)

インターネット広告媒体登場前の����年度～����年度の６年間の広告流通市

場の規模と内容 (図表３) についてみると, 当流通市場は新聞, 雑誌, ラジオ,

テレビのマス四媒体, ��広告媒体 (���, 	
, カタログ, 折込, 交通広告,

屋外広告など), 衛星メディア媒体が中心で, 総広告費は概ね５兆１千億円～

５兆７千億円となっていた｡ その内訳はマス四媒体が３兆３千億円～３兆６千

億円, ��広告媒体が約１兆８千億円～２兆円, 衛星メディア媒体が約���

億～���億円で, 総広告費を���としてその割合をみると, マス四媒体の約��～

�
％と��広告媒体の約��～��％で総広告費の��％以上を占め, 衛星メディア

媒体は約���％でまだ小規模であった｡ このようにインターネット広告媒体登

場前の当流通市場ではマス四媒体の存在が突出し, ��広告媒体も堅調に推移

していたことが読み取れる｡

マス四媒体の新聞, 雑誌, ラジオ, テレビの各広告費の推移 (図表４) から

雑誌やラジオ広告費はほぼ毎年大きな変動もなく, 一方新聞広告費の減少とテ

レビ広告費の増加傾向が示されている｡ その解釈について日経広研の����年広

���

(�)

図表３ マス四媒体広告費合計・��広告費・総広告費との比較

(各 『広告白書』 データより作成)



告動態調査��), そして����年度～����年度の媒体別広告量と媒体別広告費��) か

ら１秒当たりのテレビ広告費 (以下 ｢テレビ秒単価｣ という)��), １秒当たり

のラジオ広告費 (以下 ｢ラジオ秒単価｣ という)��), １段当たりの新聞広告費

(以下 ｢新聞段単価｣ という)��), そして１頁当たりの雑誌広告費 (以下 ｢雑誌

頁単価｣ という)��) の ｢質｣ の指標でもう少し分析してみることにする｡

(１) ����年広告動態調査

����年広告動態調査によると企業のマス四媒体離れが全体的に起きていると

しながら, 媒体別に予算配分をしている企業は約	�％を占めている｡ 企業はテ

レビ�	
�％, 新聞��
�％, 雑誌	
�％, ラジオ�
�％と媒体配分しているが, そ

の中心はテレビや新聞である｡ しかしカタログ�
�％, 展示会�
�％, 屋外�
	％

の
�広告媒体がラジオを抜いていることも無視できない｡ 企業の見解として

今後もラジオ, テレビキー局, テレビ地方局, 中央紙, 一般誌のマス四媒体を

わが国の広告流通市場とマス四媒体及びインターネット広告媒体の ｢質｣ の検証

���

(	)

��) ����年 (第��回) ｢日経広研・広告動態調査｣ 『平成４年版広告白書』 日経広告研
究所編, ����年�月, ��－�	�頁｡

��) ｢電通広告統計広告出稿量の動向｣ ｢媒体別広告量｣ 『平成３年版広告白書』 『平
成４年版広告白書』 『平成５年版広告白書』 『平成６年版広告白書』 『平成７年版広
告白書』 『平成８年版広告白書』 日経広告研究所編参照｡

��) テレビ広告費÷テレビ広告量 (秒)
��) ラジオ広告費÷ラジオ広告量 (秒)
��) 新聞広告費÷新聞広告量 (段)
��) 雑誌広告費÷雑誌広告量 (頁)

図表４ 新聞・雑誌・ラジオ・テレビの各広告費の比較

(各 『広告白書』 データより作成)



中心に広告出稿増を意図している｡ その理由に①媒体選択基準と②広告目的に

よる媒体選択基準の二つの基準から, 前者では ｢発行部数 (新聞)｣ ｢効率｣

｢媒体の信頼性｣ ｢掲載料｣ ｢視聴率 (テレビ)｣ ｢自社製品購入層と視聴者層と

の適合｣ ｢媒体特性と訴求力｣ ｢製品イメージと媒体イメージの適合｣ など, 後

者では ｢自社の企業イメージ, 自社の製品サービスを売る, また一般に商品の

知名度を上げるにはテレビ��｣, ｢一般的に商品内容を理解させるには雑誌｣

｢自社の企業イメージを上げるには新聞｣ などのマス四媒体の各特性を考慮し,

それらを欠かすことのできない媒体として高く評価している｡

(２) 媒体別広告量と媒体別広告費

① テレビ

����年度～����年度の６年間のテレビ・番組��量・スポット��量及び

総広告量の推移 (図表５) をみると, 番組��量は����年度～����年度では

約�	���万秒, ���
年度～����年度では約�	���万秒, ����年度では約�	���万秒,

またスポット��量は����年度～����年度では約�	���万秒, ����年度～����

年度では約
	���万秒, ����年度では約�	���万秒, そしてテレビ総��量とし

て����年度～����年度で�	���万秒, ����年度で�	���万秒となっている｡ ����

年度を除いて番組��量の減少があったが, スポット��量が継続して拡大

傾向を示し, その結果テレビ総��量の増減は番組��とスポット��の増

���

(�)

図表５ テレビ・番組・スポット広告量 (総秒数) の推移

(各 『広告白書』 データより作成)



減とほぼ一致している｡ しかしそれはスポット��量の増加が番組��量の

減少を補完し, テレビ総��量を押し上げているからである｡

しかしテレビ広告費 (図表４) では����年度～����年度は平均約１兆�	
��

億円, ����年度は約１兆�	���億円
�) であった｡ テレビ秒単価でみると����年

度～����年度では
�	


円, ����年度では
�	���円と算出され, ����年度のテ

レビ広告量の増加はテレビ秒単価の ｢質｣ の低下によりもたらされていると推

測もできる｡

② ラジオ

図表６からも図表４からもラジオ広告費とラジオ��広告量 (総秒数) に

は共に大きな増減はない｡ 上述のテレビ秒単価と同様に, ラジオ秒単価でみて

も����年度�	��
円, ����年度�	���円, ���
年度�	���円, ���
年度�	���円,

����年度�	���円, ����年度�	���円と�	���円台後半から�	���円の幅で推移し

ていることがわかる｡

③ 新聞

���
年度の新聞広告量 (総段数) (図表６) は新聞広告費 (図表４) と同様

に落ち込みを示している｡ しかし����年度の新聞広告量は幾分回復しているが,

新聞広告費に変化がみられない｡ 新聞段単価でみると, ����年度～����年度



�	�
�円, ���
年度
��	���円, ���
年度～����年度
��	�
�円, ����年度

わが国の広告流通市場とマス四媒体及びインターネット広告媒体の ｢質｣ の検証
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�) 前掲 (注
�) 各 『広告白書』 参照｡

図表６ ラジオ (総秒数)・新聞 (総段数) 広告量の推移

(各 『広告白書』 データより作成)



�������円と算出されるが, 年々低下している｡ ���	年度の広告量の回復は新

聞段単価の ｢質｣ の低下と関連性があるのかもしれない｡

④ 雑誌

雑誌広告量 (総頁数；図表７) は����年度に大きく落ち込み, 徐々に回復し

ているが雑誌広告費 (図表４) では����年度に落ち込み, その回復力は弱い｡

雑誌頁単価でみると, ����年度��
�
����円, ����年度���������円, ����年度

����	���
円, ����年度～����年度������	��円, ���	年度���������円となって

いる｡ ����年度の雑誌広告量の減少は広告費の減少を伴っていないことから雑

誌頁単価の ｢質｣ は高く, それ以外の年度でも広告費の減少によりその ｢質｣

は逆に低下している｡ 雑誌広告量と雑誌広告費から当流通市場での雑誌広告費

の縮小が指摘されるが, 雑誌頁単価からみると当該
年間は��
������円から

���������円の幅で推移していたことになる｡

２ レシーバー (受け手)

前述の広告の定義の議論で指摘したが, インターネット広告媒体登場前の広

告流通市場の中心は有料形態で非人的提示のマス四媒体と
�広告媒体であっ

た｡ 当該年度の広告は広告メッセージを広告の受け手を特定のオーディエンス

という生活者, 利用者, あるいは買い手という ｢集合｣ に伝達や説得するため

にコミュニケーション活動が行われていたことになる｡

このようにインターネット広告媒体登場前の広告流通市場ではマス四媒体の

他に屋外, 折込, ���, カタログ, 交通, ��, 展示会などの
�広告媒体も

���

(��)

図表７ 雑誌広告量の推移

(各 『広告白書』 データより作成)



主要なメディアとして存在している｡ 企業の当流通市場からの媒体の選択肢は

ほぼこの２つに限定されていたといえよう｡ また上述の ｢媒体選択基準｣ や

｢広告目的による媒体選択｣ からも企業がメッセージを伝える最適で影響力あ

る主力媒体としてマス四媒体を支持していることも理解できた｡ したがって図

表２の情報ソースＡが広告メッセージをレシーバーの生活者, 利用者, 買い手

という特定のオーディエンスＢという ｢集合｣ に対してＣのマス四媒体か, あ

るいは��広告媒体かの選択肢で一方的に伝達し説得するワン・ウェイ・コミュ

ニケーションの環境ができていたことになる｡ しかしマス四媒体を媒体別に当

市場規模でみると, テレビはテレビスポット��費の増加が番組��費の減

少を補完し, テレビ広告量及び広告費を押し上げているが, 広告量の増加はテ

レビ秒単価の ｢質｣ を低下させる要因ともなっていた｡ またラジオや雑誌の当

該流通市場でのシェアは�����億円～	����億円の規模で推移し, ラジオ秒単価

や雑誌頁単価の ｢質｣ にも大きな変化がなく, 比較的安定して広告出稿が見込

まれる媒体となっている｡ そして新聞は広告量の減少や広告費の低下により新

聞段単価の ｢質｣ を低下させていることを示唆している｡ このように当該６年

間の広告流通市場におけるマス四媒体の規模は必ずしも拡大傾向にはなかった

と言えよう｡

� インターネット広告媒体登場後

１ チャネル (媒体)

インターネット広告媒体登場後���
年度～����年度の５年間の広告流通市場

の規模と内容 (図表８) をみると, 総広告費は概ね６兆円台で推移し, ����年

度初めて７兆円を超えている｡ しかし����年度に６兆円を割り込み５兆９千億

円となっている｡ その内訳はプロモーションメディア広告媒体が比較的堅調に

２兆６千億円から２兆７千億円で推移していたが, ����年度２兆３千億円に下

落している｡ 一方マス四媒体は���
年度３兆７千億円であったが, ����年度に

わが国の広告流通市場とマス四媒体及びインターネット広告媒体の ｢質｣ の検証
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３兆円を割り２兆８千億円となっている｡ しかしインターネット広告媒体は

����年度の約�����億円から����年度には�����億円を突破し, 衛星メディア広

告媒体は	��億円から���億円に拡大している｡

次に総広告費を
��としてその割合でみると, プロモーションメディア広告

媒体が��％を占め, 底堅い｡ 一方マス四媒体は����年度～����年度の３年間で

��％を堅持していたが, ����年度	�％, ����年度	�％と��％を割り, シェアの

減少傾向が指摘される｡ そしてインターネット広告媒体の規模は����年度

％

と次第にシェアを拡大し, ����年度対比でみると
��％増と大きく飛躍してい

る｡

インターネット広告媒体登場後の広告流通市場規模はインターネット広告媒

体の飛躍があるとしても, 拡大よりむしろ相対的に減少傾向にある｡ それは単

に前述の企業のマス四媒体離れなのか, インターネット広告媒体の発展なのか,

あるいは他の要因があるのか, その原因を考察する意味で主にマス四媒体の新

聞, 雑誌, ラジオ, テレビ, そしてインターネット広告の各媒体について日経

広研の��
�年版広告動態調査��) と����年度～����年度の媒体別広告量と各媒

���

(
�)

��) ��
�年版 『広告動態調査』 日経広告研究所編, ��
�年２月 (����年

－
�月調査
実施)｡

図表８ インターネット広告・プロモーションメディア・マス四媒体広
告費合計・総広告費との比較

(各 『広告白書』 データより作成)



体別広告費のデータ��) から前述のテレビ・ラジオ秒単価, 新聞段単価, 雑誌

頁単価の｢質｣の指標で当該年度の広告流通市場にどのような変化が生じている

のかを検証することにしたい｡

(１) マス四媒体の媒体別広告量と媒体別広告費

図表９からも����年度から����年度にかけてマス四媒体の広告費の減少傾向

が, 例えば新聞では１兆���億円から�	���億円へ, テレビでは２兆
��億円か

ら１兆�	���億円へ, 雑誌では
	�
�億円から�	��
億円へ, ラジオでは�	���億

円から�	���億円へと示されている｡ マス四媒体の市場規模がこの５年間で換

算すると約�	���億円消滅したことになる｡ しかし前述の����年度～����年度

の図表４と比較してもテレビでは����年度の１兆�	���億円と����年度の１兆

�	���億円とそれ程差はない｡ しかし直近のテレビ広告費の５年間の�	���億円

の下落幅は大きい｡ 一方雑誌は����年度の落ち込みが特に目立つが, 新聞は

����年度の１兆�	���億円から����年度�	���億円へ, ラジオも�	���億円から

�	���億円へとその減少規模は深刻と言えよう｡ 当解釈について, マス四媒体

を����年度～����年度の媒体別広告量と媒体別広告費からテレビ・ラジオ秒単

わが国の広告流通市場とマス四媒体及びインターネット広告媒体の ｢質｣ の検証
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��) ｢媒体別広告量｣ 『����年版広告白書』 ｢����年版広告白書｣ 『����年版広告白書』
｢����年版広告白書｣ 『����年版広告白書』 日経広告研究所編参照｡

図表９ 新聞・雑誌・ラジオ・テレビの各広告費の推移

(各 『広告白書』 データより作成)



価, 新聞段単価, 雑誌頁単価の ｢質｣ で再度検討することにしたい｡

① テレビ

テレビ・番組��量・スポット��量及び総��量 (図表��) をみると,

それ程大きな増減はみられない｡ 各��量で分析しても, 番組��量は����

年度～����年度では約�	���万秒, ���
年度では�	���万秒, そして����年度で

は�	���万秒, またスポット��量は����年度～����年度では約�	���万秒,

����年度～���
年度では�	���万秒, ����年度では�	
��万秒となっている｡ し

たがってテレビ総��量では����年度では�	
��万秒, ����年度～����年度で

約�	���万秒となり, 当該５年間のテレビ総��量はほとんど変化がみられな

い｡

しかしテレビ広告費 (図表９) では����年度～����年度では約２兆���億円,

����年度～���
年度では約１兆�	���億円, ����年度では１兆�	���億円で, 徐々

に減少傾向を示し, テレビ総��量と較差がある｡ テレビ広告費の影響で,

テレビ秒単価が����年度～����年度では��	���円, ����年度～���
年度では

��	
��円, ����年度では��	���円と徐々に低下している｡ しかしこのテレビ秒

単価の ｢質｣ は前述の����年度～����年度のそれとほぼ同質で変わっていない｡

この分析でみるとテレビ総��量が����年度から次第に増加している原因は

���

(��)

図表�� テレビ・番組・スポット広告量 (総秒数)

(各 『広告白書』 データより作成)



テレビ秒単価の ｢質｣ の低下にあり, それが広告流通市場でのテレビ広告費の

規模の増加とならない要因とも指摘できる｡

② ラジオ

ラジオ��広告量 (図表��) は����年度～����年度約�	
��万秒, ����年度

約�	���万秒, ����年度約�	
��万秒となっていたが, ���
年度�	���万秒と減少

している｡ ラジオ広告費 (図表９) からも����年度～����年度では�	���億円,

����年度約�	���億円, ����年度約�	���億円で推移していたが, ���
年度では

約�	���億円となっている｡ ラジオ秒単価でみても����年度～����年度では

�	���円, ����年度では�	
��円, ����年度では�	���円, ���
年度では�	
�
円

と低下している｡ ラジオ��広告量, ラジオ広告費, そしてラジオ秒単価で

みたが, ラジオ �� 広告量の減少, ラジオ広告費の低下がラジオ秒単価の

｢質｣ の低下ともなり, 当流通市場におけるラジオ広告費の規模の縮小に繋がっ

ている｡

③ 新聞

新聞広告量の推移 (図表��) をみると, ����年度～����年度では約���万段

数, ����年度では�
�万段数, ����年度では���万段数, そして���
年度では

���万段数となっている｡ 新聞広告量も同様に減少傾向を示している｡ 図表９

の新聞広告費をみると����年度では１兆���億円, ����年度では約
	
��億円,

����年度では約
	
��億円, ����年度では約�	���億円, ���
年度では約�	���億

円とその減少傾向が顕著に現れている｡ 新聞段単価でも����年度では約���	
��

円, ����年度では約���	���円, ����年度では約��
	���円, ����年度では約

�
�	���円, ���
年度では約���	���円と低下傾向を示し, 新聞段単価の ｢質｣

が年々約１万円づつ下落していることになる｡ したがって前述のラジオ広告費

とラジオ広告量と同様に当流通市場での新聞広告費の規模の縮小は新聞広告費

の低下と新聞広告量の減少を反映した結果となっている｡

わが国の広告流通市場とマス四媒体及びインターネット広告媒体の ｢質｣ の検証
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④ 雑誌

雑誌広告量 (図表��) をみると, ����年度では約�������頁であったが, ����

年度約�	�����頁, ���
年度�
�����頁, ����年度約�������頁, ���	年度約

�	
����頁と徐々に減少し, また雑誌広告費 (図表９) をみても, ����年度約

�����億円, ����年度約��
��億円, ���
年度約�����億円, ����年度約�����億

円, ���	年度約�����億円と同じ傾向を示している｡ 次に雑誌頁単価でみると,

����年度～����年度ではほぼ約���������円と変動が無いが, ���	年度に約

���������円と低下している｡ このことから雑誌広告量と雑誌広告費は共に����

年度から低下と減少を示していたが, 雑誌頁単価は比較的堅調に維持されてい

たことになる｡ しかし���	年度では雑誌広告量や雑誌広告費の急激な下落によ

り雑誌頁単価の ｢質｣ も影響を受けたことになる｡

���

(�
)

図表�� ラジオ (総秒数)・新聞 (総段数) 広告量の推移

(各 『広告白書』 データより作成)

図表�� 雑誌広告量の推移

(各 『広告白書』 データより作成)



(２) インターネット広告媒体 (モバイル広告も含む)

① インターネット広告媒体とは

インターネット広告媒体はウェブサイトのことをいい, その数は広告主のサ

イトも含めると膨大なサイト数になる｡ 検索エンジンの ������や ��	��


��
��を始め, 検索エンジンの普及以前ポータルサイトであった��	��


��
��, ���, ���������, ���などが今や検索エンジンの他にウェブメー

ル, コミュニティなどの機能を拡充し, またインターネットサービスプロバイ

ダー (��
) が提供する������, ���, �������など, そして全国紙公式

サイトに��  ����!, ���	�"#�$, ����%&�������などがある｡ 更

にユーザーがコンテンツを生成するミクシイ ($�'�) に代表されるソーシャ

ルネットワーキングサービス (以下 ｢���｣ という), ブログ等のコンシュー

マージェネレイテッドメディア (以下 ｢���｣ という), そして���型の共

有サイト��(!()�, ニコニコ動画などユーザーの拡大や普及に伴い, その媒

体や広告流通市場での存在価値を次第に高めている｡ 従来の広告流通市場はテ

レビ局, ラジオ局, 新聞社, 雑誌社, 電鉄などの媒体社のものであったが,

���や���の消費者の情報発信も広告主の自社*
も媒体社としての道が

開かれ, 当市場に参入し始めている｡ またインターネット広告媒体は
�のウェ

ブサイト以外にも携帯電話の利用増と共にモバイル広告媒体も含め益々広告流

通市場規模の裾野が拡張しているのである｡

② インターネット広告媒体の特性と広告料金

インタ－ネット広告媒体の特性は, ターゲティング, トラッキング, 配信能

力と柔軟性, 双方向性 (������#��+�), 広告効果測定と検証性,-) に優れ, 例え

ばターゲティングではユーザーの�
アドレスからユーザーの居住地域に適し

わが国の広告流通市場とマス四媒体及びインターネット広告媒体の ｢質｣ の検証
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,-) ロビン・ゼフ＋ブラッドリン・アロンソン著, 西和彦訳 『インターネット広告論』
流通科学大学, ,//.年, .0－.1頁, デジタル・アドバータイジング・コンソーシア
ム編著 『ネット広告ハンドブック』 日本能率協会マネージメントセンター, ,//2年,
,-－0,頁｡



た広告, またユーザーの性別・年齢等の属性に応じた広告, ユーザーのウェブ

上の行動のトラッキング・データからユーザーの興味・関心に合った広告を配

信することができ, そして双方向性では広告主とユーザーと体験的コミュニケー

ションや広告主サイトで商品体験などができる｡ そして広告効果測定や検証性

ではユーザー・クリックから資料請求・購入までの広告効果が測定でき, ユー

ザーがどういう経路でウェブサイトを訪れ, どのページを回避して最終的に購

入したかを把握することもでき, また広告のインプレッション数とユーザーの

クリック回数から��� (クリック・スルー・レート)��) として広告度合などを

測ることができる｡

����年度～����年度のインターネット広告費 (モバイル広告を含む) (図表

８) をみると, 前述したが����年度の	
���億円から����年度�
���億円と拡大

している｡ 一方インターネット媒体の広告量を表す指標を, 例えば総インプレッ

ション数 (
������
��)	�) とすると, マス四媒体では総秒数, 総頁数, 総段数

として公表されているが, 現在公になっている当該資料はない｡ むしろ当媒体

サイト数も膨大であることからマス四媒体のように１インプレッション当りの

広告費を算出し比較することは無意味かもしれない｡ というのは, マス四媒体

の広告料金はテレビやラジオでは, 例えば��秒スポット単価で, 新聞では１段

単価で, 雑誌では頁単価で設定されている｡ しかし当媒体の広告料金の仕組み

はマス四媒体のそれと大いに異なり, 上述のインターネットの特性を活かした

インプレッション保証, クリック保証, 期間保証などで価格が決められている｡

例えば, １日に同サイトを訪れるユーザーが平均���億�� (ページビュー)	�),

また月間平均１億�
���万�� (ユニークユーザー数)	�) のわが国最大級の規模

���

(��)

��) 広告露出された数であるインプレッション数のうち実際にクリックされたレート
のこと｡

	�) インターネット広告における広告の表示回数の単位のこと｡
	�) ウェブにおけるアクセス・カウントの単位の一つ｡
	�) ウェブサイトへ一定期間内に訪問したユーザーのうち重複を除いた数値のこと,
����年６月～８月末の平均 (������調べ)｡



を誇る��������	�
をみてみよう｡ ��������	�
はウェブサイトに

画像を表示しクリックするとリンク先の広告主のウェブサイトへ誘導するバナー

広告, テレビと同様に画面上で��が流れ, 映像とバナー広告を組み合わせ

たリッチ広告, ユーザーの行動履歴を基に広告配信する行動ターゲッティング

広告などの様々な広告を提供している

)｡ ��������	�
の広告１回の露出

を１インプレッションと数え広告主の広告露出希望数に合わせたインプレッッ

ション保証型の広告料金をみると, そのトップページのブランド・パネル (レ

ギュラーサイズ) は１週間で���万インプレッション以上を保証し, １インプ

レッション単価����円として合計���万円で販売され, インプレッション保証

の増大と共にその単価が低くなる仕組みとなっている｡

一方, 全国紙でも経済記事に特化している日本経済新聞は����年３月に電子

版を創刊し, 電子版購読に課金制を採り, 唯一新聞業界で
�����
��有

料化の道を歩みだしている｡ 
�����
��電子版のページビュー (	�) と

ユニークブラウザー (��) 数
�) をみると各々２億���万	�, ����
万��
�) と

なっている｡ その電子版の広告料金をみると, ��������	�
と同様にトッ

プページのバナー広告が１週間の期間保証で���万円, レクタングル広告 (指

定面) がインプレッション保証で１インプレッション３円で設定されている｡

(３) ����年版広告動態調査

����年版広告動態調査 (����年調査) から①企業の媒体配分, ②企業の広告

媒体選択基準, ③目標達成に重要視される媒体, ④媒体の利用者減の予想,

⑤特に減額しない媒体, ⑥媒体の将来性についてみると, ① ｢企業の媒体配分｣

ではテレビ地上波����％, 新聞���％, 雑誌���％, ラジオ���％と企業がマス

わが国の広告流通市場とマス四媒体及びインターネット広告媒体の ｢質｣ の検証
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) ��������	�
の ｢広告掲載について｣ 参照｡

�) �� (サイトが閲覧された数) と類似しているが��はサイトにアクセスしてい
るブラウザーの数｡


�) ����年��月日本経済新聞社調べ｡



四媒体合計で����％予算配分していることになるが, その中でもテレビ地上

波が中心となっている｡ 一方インターネット広告���％とモバイル広告���％

で合計��	％ (対前年比１％増), プロモーションメディア広告では折込チラ

シが��
％と多く, 次いで���広告の屋外が���％, 見本市・展示会��	％,


�
���％, ����	％などとなっている｡ ② ｢企業の広告媒体選択基準｣ から,

その�
％以上の支持でみると ｢視聴者・読者の年齢層や基本属性｣ 	���％,

｢媒体到達率｣ 	�％, ｢広告予算との兼ね合い｣ �	��％, ｢カバーエリアの効率

性｣ ���	％となっているが, 当該基準にどの媒体が該当するのが解りづらい｡

③ ｢目標達成に重要視される媒体｣ で�
％以上の支持を得ている項目について

みると, テレビには ｢広告の認知・注目率を高める｣ ｢商品・ブランドの知名

度を高める｣, 新聞・雑誌・インターネット共通では ｢広告の訴求内容を詳し

く理解させる｣, テレビ・新聞・雑誌・インターネット共通では ｢商品・ブラ

ンドの評価や理解を深める｣, テレビ・インターネット共通で ｢商品・ブラン

ドの購入意欲を高める｣ ｢商品・ブランドの売上やシェアを高める｣, テレビ・

新聞共通では ｢商品・ブランドのイメージ, ロイヤルティーを向上させる｣

｢企業の知名度を上げる｣, 新聞・インターネット共通では ｢企業の事業内容,

経営理念への理解を深める｣, テレビ・新聞・インターネット共通では ｢企業

のイメージ, 好感度を高める｣ などとなっているが, テレビはほとんどの項目

で認知されている｡ しかし活字媒体の新聞や雑誌, またインターネットに共通

している項目をみると, 商品, ブランド, 広告の訴求内容や企業理念などの理

解促進を意図した活用となっている｡ ラジオは残念なことにほとんどの項目で

評価されていない｡ ラジオへの不満が ｢話題になりにくい｣ ｢効果がはかりに

くい｣ ｢販売促進につながりにくい｣ ｢社内で理解が得にくい｣ に現れているが,

それはラジオばかりではなく, テレビでも ｢費用が高い｣ ｢ターゲットがしぼ

りづらい｣ ｢希望の出稿日時, スペースを確保しにくい｣ ｢効果がはかりにくい｣,

新聞でも ｢希望の出稿日時, スペースを確保しにくい｣ ｢ターゲットがしぼり

���

(��)



づらい｣ ｢効果がはかりにくい｣, 雑誌でも ｢メディアデータの信憑性が低い｣

｢効果がはかりにくい｣, そしてインターネットでも ｢メディアデータの信憑性

が低い｣ ｢社内で理解が得にくい｣ などの批判がなされている｡ ④ ｢媒体の利

用者減の予想｣ では, 雑誌����％, 新聞����％, テレビ地上波とラジオが並

んで����％とマス四媒体が上位を占めている｡ ⑤ ｢特に減額しない媒体｣ と

して, テレビ地上波����％, インターネット広告����％, 自社	
��％, 新

聞����％, モバイル広告����％が支持されている｡ ⑥ ｢媒体の将来性｣ では

インターネット広告 
���％, モバイル広告 ��％が増加し, テレビ ��・��

�
��％, テレビ地上波��％, 新聞����％, 雑誌８％, ラジオ���％が前年比低

下している｡

２ レシーバー (受け手)

インターネット広告媒体登場前は前述した様に広告の受け手は生活者, 利用

者, 買い手などを特定のオーディエンスＢとする ｢集合｣ であった｡ しかしイ

ンターネットの広告媒体登場後のそれは図表２の特定のオーディエンスＢに

｢集合｣ の他に特定の ｢個人｣ も含まれることになったのである｡ つまり情報

ソースＡが特定の ｢個人｣ にもインターネット広告媒体で広告メッセージを伝

達や説得する機会と環境の道が開かれたことになる｡

このように����年度から����年度までの５年間, 主にマス四媒体とインター

ネット広告媒体の当該広告流通市場での動向等を検証したが, 当該５年間での

当流通広告市場規模が約�����億円消滅していた｡ それはマス四媒体のテレビ

が�����億円, 新聞が�����億円, 雑誌�����億円, ラジオ���億円の各減少から

もたらされている｡ このマス四媒体に何が起きているのか, それについて広告

費と広告量の関係からテレビ・ラジオ秒単価, 新聞段単価, 雑誌頁単価の ｢質｣

の指標で分析してみた｡

テレビでは総��量に変動がなかったが, 広告費の低下がみられ, それが

わが国の広告流通市場とマス四媒体及びインターネット広告媒体の ｢質｣ の検証
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秒単価の ｢質｣ に影響していた｡ またラジオは��広告量の減少と同様に広

告費の低下もみられ, それが秒単価の低下となっていた｡ 新聞は総段数が年々

減少はしているが, その減少幅は広告費の低下ほど顕著ではなかったが, 段単

価の下落が広告費の低下となっていた｡ そして雑誌も総頁数の減少と同様に広

告費が低下傾向にあるが, ����年度の下落が目立つのみで, 比較的順調に推移

していた｡ つまり当該期間の広告流通市場であったが, その規模が大きいテレ

ビと新聞が共に ｢質｣ を下げて広告量を維持し, それが結局その規模の縮小の

要因となっていると推測される｡

テレビ地上波は企業の媒体配分の中心であり, 目標達成に欠かせない, また

特に将来減額も想定されていない強力な媒体として認知され, また新聞も同様

に企業の目標達成に活字媒体としての特性からその有用性が理解されている｡

それなのになぜ両媒体の ｢質｣ の低下が起きているのか, それについて両媒体

に共通している ｢ターゲットがしぼりにくい｣ ｢効果がはかりにくい｣ など,

ラジオや雑誌の広告量や広告費の減少については, ラジオでは ｢話題になりに

くい｣ ｢効果がはかりにくい｣ など, そして雑誌でも ｢メディアデータの信憑

性が低い｣ ｢効果がはかりにくい｣ などの指摘の再検討が各々求められる｡

一方インターネット広告媒体はマス四媒体と３つの点で異なっている｡ つま

り① ｢集合｣ をオーディエンスとするマス四媒体と異なる特定の ｢個人｣ をオー

ディエンスとする別媒体であるということであり, ②ターゲティング, トラッ

キング, 配信能力と柔軟性, 双方向性, 広告効果測定と検証性を有するという

特性をもち, ③広告料金設定がインプレッション保証, クリック保証, 期間保

証などその特性によって設定されていることである｡ 当インターネット広告媒

体への ｢将来性｣ や ｢配分の減額を想定しない｣ 媒体として大いに期待されて

いるが, ｢メディアデータの信憑性が低い｣ ｢社内で理解が得にくい｣ などの批

判があることも考慮することが求められる｡

���
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おわりにあたって

����年度～����年度のわが国の広告市場の動向について, インターネット広

告媒体登場前の����年～����年と登場後の����年～����年の２つに区分して特

にマス四媒体とインターネット広告媒体を中心に分析した｡

わが国のインターネット広告媒体登場前をみると, 広告主は広告メッセージ

をマス四媒体と��広告媒体の２つの選択肢で媒体特性を考慮しながら媒体を

選択し, 特定のオーディエンスという ｢集合｣ に伝達や説得するワン・ウエイ・

コミュニケーションができる環境にあった｡ つまり媒体とは従来のマス四媒体

や��媒体の媒体社のものであった｡ しかしインターネット広告媒体の登場は

マス四媒体等の媒体社の他に, 広告主のサイトも, また�	�や
��の様に情

報の受け手でしかなかった消費者も情報発信する媒体社 (図表２の波線

参照) となり, 特定のオーディエンスを ｢個人｣ とする媒体が登場したことと

して特徴づけられる｡ インターネット広告媒体はターゲティング, トラッキン

グ, 双方向性などの広告効果測定や検証性も容易であるという特性を有し, 従

来のマス四媒体や��広告媒体の様に, 例えばテレビ, ラジオ, 新聞, 雑誌の

媒体特性に合わせ視聴者, 聴取者, 購読者の ｢集合｣ に広告メッセージを幅広

く, かつ安定したリーチ
�) の確保ができる媒体と明らかに相違していること

であった｡ したがって広告流通市場は ｢集合｣ と ｢個人｣ をオーディエンスと

する媒体で構成されることになったのである｡

当該期間の分析では, マス四媒体の中でもテレビと新聞が広告費の低下によ

り広告量を維持し, それが ｢質｣ の低下をもたらし, またラジオや雑誌も広告

費の低下と広告量の減少傾向がその ｢質｣ の低下となっていた｡ それらが当該

わが国の広告流通市場とマス四媒体及びインターネット広告媒体の ｢質｣ の検証
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�) インターネット広告では累積到達率や到達数のことをいうが, マス四媒体では広
告出稿において広告に少なくとも１回接触したオーディエンスの数または割合のこ
とをいう｡



流通市場の規模の縮小となっている｡ その改善にはマス四媒体の ｢質｣ の向上

が求められ, その ｢質｣ を上げること, つまりマス四媒体は広告費と広告量を

共に増加させることで当流通市場規模の拡大となる媒体と言えるからである｡

一方インターネット広告媒体はマス四媒体と異なり, 前述したが, 例えばイン

プレッション保証の増加が広告費を低下させる仕組みとなっていた｡ このよう

にみると, インターネット広告費の増加は, 必ずしも当流通市場規模の拡大に

は貢献しにくい媒体と言えるのである｡ したがって当流通市場は拡大化と効率

化の２つの目的が異なる媒体が混在し, その課題に直面していると言えよう｡

今年度テレビ地上波がデジタル化へ完全移行し, 多チャンネル時代に入る｡

また当流通市場のプロモーションメディア広告媒体にはまだ小規模であるが電

飾看板のデジタルサイネージ, 世界的スポーツイベントのオリンピックなどの

ビッグ・イベント, それに付随する広告ビジネス, 駅の構内等に無料で提供さ

れているフリーペーパーなどの雑誌など多種多様な広告媒体もある｡ このよう

に常に変化する環境にある当流通市場を管理・運営するのは広告主でも媒体社

でもなく広告代理業がその役割を担っている｡ 広告代理業のビジネス・モデル

を再検討し, 情報開示などの企業会計的視点から広告代理業が当流通市場を管

理・運営するために事業を構成する要素やそれらがどのように機能しているの

かを実証研究等も含め明らかにすることを今後の課題としたい｡
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